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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第55期連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月

25日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 （百万円） 43,077 44,873 44,628 46,852 50,949 

経常利益 （百万円） 2,042 1,995 2,212 2,392 2,351 

当期純利益 （百万円） 984 1,006 1,135 1,325 1,234 

純資産額 （百万円） 32,830 33,634 34,339 36,152 37,100 

総資産額 （百万円） 69,073 66,719 67,299 73,133 86,364 

１株当たり純資産額 （円） 978.47 1,056.94 1,080.26 1,138.59 1,170.82 

１株当たり当期純利益 （円） 28.52 30.91 35.33 41.35 38.93 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 47.52 50.41 51.02 49.43 42.56 

自己資本利益率 （％） 2.99 2.99 3.34 3.76 3.39 

株価収益率 （倍） 8.76 14.13 16.84 26.53 28.64 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） 315 3,205 2,344 △1,423 △503 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） △206 376 628 △1,480 △974 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） △312 △3,938 △2,639 3,448 3,037 

現金及び現金同等物の

期末残高 
（百万円） 2,636 2,278 2,611 3,155 4,715 

従業員数 （人） 427 390 369 367 377 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第54期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利

益の各数値は発行済株式総数から保有自己株式を控除して計算しております。 

４．第55期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計

基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 （百万円） 40,345 42,417 41,892 43,926 46,785 

経常利益 （百万円） 1,955 1,919 2,071 2,253 2,218 

当期純利益 （百万円） 970 965 1,118 1,309 1,275 

資本金 （百万円） 10,758 10,758 10,758 10,758 10,758 

発行済株式総数 （株） 35,105,138 35,105,138 35,105,138 35,105,138 35,105,138 

純資産額 （百万円） 32,661 33,424 34,115 35,914 36,565 

総資産額 （百万円） 68,108 65,712 66,176 71,788 79,795 

１株当たり純資産額  （円） 973.46 1,050.42 1,073.28 1,131.26 1,153.97 

１株当たり配当額 

（１株当たり中間配当

額） 

  （円） 
8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

１株当たり当期純利益  （円） 28.10 29.73 34.88 41.00 40.20 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 47.95 50.86 51.55 50.03 45.82 

自己資本利益率 （％） 2.97 2.88 3.31 3.73 3.52 

株価収益率 （倍） 8.89 14.69 17.05 26.76 27.73 

配当性向 （％） 27.93 26.90 22.93 19.51 19.90 

従業員数 （人） 264 255 247 249 273 



２【沿革】 

昭和23年12月 大阪市浪速区恵美須町二丁目27番地において株式会社山西を設立 

昭和36年２月 広島市に広島出張所を開設 

昭和36年10月 名古屋市に名古屋出張所を開設 

昭和37年８月 リース事業を開始 

昭和38年３月 大阪証券協会に株式を店頭売買銘柄として登録 

昭和38年８月 福岡市に福岡出張所を開設 

昭和39年４月 札幌市に札幌出張所を開設 

昭和40年５月 東京都千代田区に東京営業所を開設 

昭和42年５月 高松市に高松出張所を開設 

昭和42年７月 松山市に松山出張所を開設 

昭和43年４月 仙台市に仙台出張所を開設 

昭和45年２月 大阪市都島区片町一丁目に本社及び倉庫を新築移転 

昭和46年５月 サンテレホン株式会社に商号変更 

昭和47年９月 那覇市に那覇出張所を開設 

昭和49年７月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和50年11月 東京都中央区に東京営業所を新築移転 

昭和52年２月 機構改革により大阪本社、東京本社の二本社制とする 

昭和60年９月 越谷市に越谷配送センターを開設 

昭和60年12月 南海電設株式会社の株式取得（現 連結子会社） 

昭和61年６月 大阪証券取引所市場第一部に指定 

昭和61年８月 金沢市に金沢出張所を開設 

昭和62年９月 東京証券取引所市場第一部に上場 

昭和63年５月 本社機構・管理の一元化をはかり、本社を東京に統合移転 

平成元年４月 サンテレエージェンシー株式会社を設立（現在 タキオン株式会社（現 連結子会社）に商号変

更) 

平成９年11月 サントレイディング株式会社を設立（現 連結子会社） 

平成18年８月 株式会社クインランドキャピタルの株式取得 （現 連結子会社） 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び子会社４社で構成され、主な事業として情報通信部門では情報通信機材の内外からの仕

入・販売ならびに情報通信の施工工事を行っており、リース部門では情報関連機器、事務用機器、一般産業機器、商

業・サービス業用機械設備・医療機器等を主な内容としたリース及び割賦販売を行っております。 

 上記２部門は「第５ 経理の状況 １．(1）連結財務諸表等 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分

と同一であります。 

 当社と関係会社の上記２部門に係る位置付は次の概要図の通りであります。 

 ※ 当連結会計年度において、株式会社クインランドキャピタルを連結子会社といたしました。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため連結子会社としたものであります。 

３．議決権の所有割合の（ ）内は、緊密な者または同意している者の所有割合で外数となっております。 

４．南海電設㈱は、平成18年５月26日に減資したため、資本金が200百万円から100百万円に減少しております。

  

５【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

南海電設㈱ 

（注）２・３・４ 
大阪市浪速区 100 情報通信部門 

45.4 

(10.0) 

通信機器関連等の購入・

販売 

㈱クインランドキ

ャピタル 
 広島県福山市 30  リース部門 81.0 

リース等各種ファイナン

ス事業 

その他２社      

  （平成18年12月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

情報通信部門 272 

リース部門 69 

全社（共通） 36 

合計 377 

  （平成18年12月31日現在）

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

273 37.5 9.3 4,962,900 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益改善や設備投資の増加に支えられ、緩やかな景気拡大が続きま

した。 

このような環境のなかで、当社グループの当連結会計年度の業績は売上高509億49百万円（前連結会計年度比

8.7％増）、経常利益23億51百万円（前連結会計年度比1.7％減）、当期純利益12億34百万円（前連結会計年度比

6.8％減）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 情報通信部門 

情報通信部門では、都市部におけるオフィスビルや商業施設、マンション等のネットワークインフラ需要及び

通信会社の光ファイバー網構築に伴う機材の受注拡大に積極的に取り組んでまいりました。上期は低迷していた

新規オフィスビル案件が下期には増加に転じ、首都圏再開発による新規オフィスビル案件に伴う旺盛なネットワ

ークインフラの関連の受注及びデータセンター向けの設備の受注を積極的に獲得した結果、情報通信部門の当連

結会計年度の売上高は前連結会計年度比8.0％増の277億89百万円となりました。 

② リース部門 

 リース部門では、顧客ニーズを捉えた多様な提案型営業を展開するとともに、業績回復が見られる工作機械業

界をはじめ、土木建設機械・輸送用機器等の分野を中心に営業活動を展開してまいりました。また、当社の強み

を発揮する新たな分野を開拓すべく、情報通信部門と連携したパッケージリースの商品化やユーザー向け金融商

品の開発にも注力してまいりました。その結果、当連結会計年度のリース・割賦・営業貸付取引の契約実行高は

前連結会計年度比9.8％増の271億19百万円、売上高は前連結会計年度比12.3％増の237億15百万円となりまし

た。 

(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末の営業活動によるキャッシュ・フローは５億３百万円の減少となりました。これは主として賃

貸資産の取得による支出126億66百万円及び割賦債権の増加による支出14億４百万円によるものでありますが、前

連結会計年度比では９億20百万円の増加となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは９億74百万円の減少

となりました。これは主として投資有価証券の取得による支出９億61百万円によるものですが、前連結会計年度比

では５億６百万円の増加となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは30億37百万円の増加となりま

した。これは主として短期・長期借入金の純増によるものでありますが、前連結会計年度比では４億11百万円の減

少となりました。 

これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は47億15百万円となり、前連結会計年度比で15億

60百万円の増加となりました。 



２【営業取引の状況】 

(1）契約実行高等の状況 

 連結会計年度における契約実行実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注） 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、連結会計年度に取得した資産の購入金額、割賦について

は割賦債権から割賦未実現利益を控除した額を表示しております。 

(2）営業資産残高 

 連結会計年度における営業資産残高を示すと、次のとおりであります。 

① 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(イ）リース物件の取得価額、減価償却累計額 

事業の種類別セグメントの名称 契約実行高（百万円） 前期比（％） 

リース部門 

賃貸資産   

情報・事務用機器 889 84.9 

産業・土木・建設機械 4,284 95.3 

その他 7,803 110.2 

賃貸資産計 12,977 102.8 

割賦計 9,424 105.6 

その他 4,716 150.1 

合計 27,119 109.8 

事業の種類別セグメントの名称 前連結会計年度 当連結会計年度 

 
期末残高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

期末残高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

リース部門 

賃貸資産     

情報・事務用機器 4,265 8.5 4,292 7.4 

産業・土木・建設機械 11,557 23.1 12,288 21.2 

その他 14,946 29.9 18,052 31.1 

賃貸資産計 30,768 61.5 34,633 59.7 

割賦計 14,540 29.1 17,372 30.0 

その他 4,706 9.4 5,980 10.3 

合計 50,015 100.0 57,986 100.0 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

取得価額（百万円）
減価償却累計額 
（百万円） 

取得価額（百万円） 
減価償却累計額 
（百万円） 

情報・事務用機器 11,959 7,696 14,356 10,081 

産業・土木・建設機械 40,343 28,786 39,743 27,454 

その他 30,463 15,516 37,440 19,387 

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引計 
82,766 52,000 91,539 56,923 



(ロ）未経過リース料期末残高相当額期日別内訳 

② 割賦債権残高期日別内訳 

(3）営業実績 

 連結会計年度における営業実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

① 前連結会計年度 

② 当連結会計年度 

 
１年以内 
（百万円） 

２年以内 
（百万円） 

３年以内 
（百万円） 

４年以内 
（百万円） 

５年以内 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

前連結会計年度 10,396 8,037 5,940 3,958 2,149 1,422 31,904 

当連結会計年度 12,945 8,872 6,265 4,384 2,250 1,163 35,882 

 
１年以内 
（百万円） 

２年以内 
（百万円） 

３年以内 
（百万円） 

４年以内 
（百万円） 

５年以内 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

割賦未実現
利益計 
（百万円） 

差引計 
（百万円） 

前連結会計年度 6,226 4,203 2,938 1,883 637 65 15,954 1,414 14,540 

当連結会計年度 7,951 5,046 3,254 1,890 638 208 18,988 1,615 17,372 

事業の種類別セグメントの名称 
売上高 
（百万円） 

売上原価 
（百万円） 

差引利益 
（百万円） 

資金原価 
（百万円） 

売上総利益 
（百万円） 

情報通信部門 25,733 22,391 3,341 － 3,341 

リース部門 21,179 18,436 2,743 248 2,494 

計 46,912 40,828 6,084 248 5,835 

消去又は全社 △60 △55 △4 － △4 

合計 46,852 40,772 6,079 248 5,830 

事業の種類別セグメントの名称 
売上高 
（百万円） 

売上原価 
（百万円） 

差引利益 
（百万円） 

資金原価 
（百万円） 

売上総利益 
（百万円） 

情報通信部門 27,789 23,971 3,817 － 3,817 

リース部門 23,752 20,809 2,943 324 2,618 

計 51,542 44,780 6,761 324 6,436 

消去又は全社 △592 △525 △67 － △67 

合計 50,949 44,254 6,694 324 6,369 



３【対処すべき課題】 

当社は、中長期的かつ持続的な成長を実現するため、平成18年12月20日開催の取締役会において、JIP-Ⅰ株式会社

（以下、「JIP-Ⅰ」といいます。）による当社株式の公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）につい

て、賛同の意を表明することを決議し、その旨の意見表明をいたしました。 

JIP-Ⅰは日本産業パートナーズ株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役：馬上英実、以下、「JIP」といい

ます。）並びにBain Capital Partners LLC（以下、「ベインキャピタル」といいます。）が投資助言を行う投資フ

ァンドが出資するJBP-Ⅰ株式会社（以下「JBP-Ⅰ」といいます。）の完全子会社であり、買収目的会社です。 

JIPは、本邦企業の事業再編・再構築に寄与する日本型プライベート・エクイテイ事業を展開することを目的とし

て、2002年11月に設立されております。本邦企業が在来の事業基盤を活かし企業の潜在力を活性化させ、事業成長を

加速させるための資本の提供及び経営支援を実行しており、事業部門のカーブアウト案件等において、本邦で多数の

投資実績を有しております。現在、日本産業第二号投資事業有限責任組合をはじめとする複数の投資事業有限責任組

合を運営しております。 

 ベインキャピタルグループは、1984年にボストンで創設されて以来、これまで世界市場で累計250件の投資を行っ

ています。投資対象分野は金融関連事業も含め消費財、小売、各種製造業、ヘルスケアなど多岐にわたりますが、投

資先に対しては一貫して事業戦略面、経営管理面において経営陣を支援する経営支援型の投資運用を行い潜在成長力

のある事業の成長と事業価値向上を実現した実績を多数持っております。 

2003年度より当社は、「変化を先取りし、独自のマーケットを創造する高付加価値企業を目指す」のビジョンのも

と、2007年度を最終年度とする中長期経営計画「プランJ」をスタートさせており、全社をあげてこれらに取り組ん

でおりますが、昨今の情報通信事業分野における既存マーケットの成熟による受注獲得競争の激化、リース業界にお

ける新会計基準の導入、金利上昇局面という経済環境の変化、さらには大手リース企業の再編による規模拡大の動き

等、当社を取り巻く環境は大きく変化しつつあります。 

当社はこのような環境下で「プランJ」を達成し、かつ、さらに中長期的な成長をとげていくためには、情報通信

事業とリース事業の顧客基盤の共有化及び一体営業の推進等によるシナジー効果の更なる追求、従業員へのインセン

ティブプランの導入並びに事業提携等のＭ＆Ａ取引の積極的展開等も含め、変化を先取りし、独自性を追求するため

のスピード感をもった戦略の策定・実行や戦略に沿った経営資源の更なる投入を行っていくことが必要であると考え

ております。 

しかしながら、中長期的かつ持続的な成長を実現するためには、情報通信事業においては、新商品群の拡充やより

高付加価値事業への先行投資等の柔軟かつ大胆な施策を実行していく必要があり、また、リース事業においては、経

済環境の変化等へ対応すべく事業体制の再構築が必要である一方、当社の短期的な業績向上には寄与しないおそれも

あります。  

かかる状況下、短期的な業績向上と中長期的な企業価値向上を同時に追求して経営を行うことは、当社の安定的か

つ継続的成長を制約するものと考えております。 

すなわち、当社の抱える資本政策上の問題を解決し、またその企業価値をより一層向上させるためには、迅速かつ

安定的な事業遂行が可能とすることを目的として、当社の発行済株式（自己株式を除く）の100％をJIP-Ⅰが取得す

ることが有効であり、また、当社が人材と事業基盤を活かし潜在成長力を発揮して中長期的な事業の拡大成長を実現

するために、JIP及びベインキャピタルが蓄積した経営支援ノウハウ及び幅広いネットワークを活用し、事業戦略の

策定、システムソリューション、ファイナンスのアレンジ等、様々な支援を受けることが、当社の企業価値の向上に

資するものと判断いたしました。 

以上の判断から、当社は、JIP-Ⅰの100％子会社として非公開化行い、JIP及びベインキャピタルを中核安定株主と

してかかる経営戦略を実行することが不可欠であるとの結論に至りました。 

なお、本公開買付けは、平成18年12月21日から平成19年２月14日まで実施され、その結果当社の普通株式の

30,245,201株（総株主の議決権の数に対する所有割合：96.6％（平成18年12月31日現在の議決権の数31,193個を基準

に算出しております））の応募があり、平成19年３月２日（決済の開始予定）付でJIP－Ⅰが新たに当社の親会社及

び筆頭株主に、JIP-Ⅰの完全親会社であるJBP-Ⅰ株式会社も当社の親会社となりました。一方、当社の主要株主であ

る筆頭株主のダルトン・インベストメンツ・エルエルシー（Dalton Investments LLC）は、12,354,000株の当社株式

を本公開買付けに応募しており、当社の主要株主である筆頭株主に該当しないこととなりました。 

当社グループは非公開化を通じて構築する新体制のもと、中長期経営計画を策定し、可及的速やかに実行してまい

ります。 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性があると考えられる主な事項を下記に記載しております。ただし、これらは当社グループの事業に関するす

べてのリスクを網羅したものではなく、記載された事項以外の予見しがたいリスクも存在します。当社グループの

事業並びに財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況は、これらリスク要因のいずれによっても著しい悪

影響を受ける可能性があります。なお、本項には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報

告書提出日（平成19年３月29日）現在において判断したものであります。 

(1）経済状況の変動によるリスク 

当社グループの主要事業である情報通信事業及びリース事業の業績及び財政状態は、主に国内の経済状況の影

響を受けます。 

情報通信事業においては、技術革新が急速であり、保有する在庫の陳腐化等により業績に悪影響を及ぼすリス

クを負っています。 

一方、リース事業においては、民間設備投資額やリース設備投資額の動向が大きく変動した場合には、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。 

(2）業績変動に関するリスク 

① 価格変動及び価格競争について 

 情報通信業界の市場規模は急速な拡大を続け、他社との競合が激しくなっており、商品・サービスの低価格化

傾向が続いております。当社グループでは、仕入施策の強化による競合他社との差別化や競争力の向上に努めて

おりますが、想定外の製品価格の変動や、価格競争の激化がさらに進んだ場合、当社グループの業績及び財政状

態に影響を与える可能性があります。 

② 金利変動リスク 

 金利変動リスクは資産運用と資金調達のミスマッチによって発生するリスクであります。 

 当社グループ借入金の一部には変動金利で調達しているものがあり、当該金利変動リスクを回避する目的で金

利スワップ等を利用しヘッジに努めておりますが、当社グループの業績は、リース債権の契約時の金利水準とそ

の後の市場金利水準との乖離により影響を受ける可能性があります。 

③ 信用リスク 

 当社グループが行うリース事業は、長期の信用供与業であり、顧客からリース料等の全額を回収して初めて収

益が確保されます。ただし、顧客に信用破綻等の不測の事態が発生した場合は、対象リース物件の売却や他の顧

客へのリース転用等により可能な限り債権の回収をはかることになります。 

 当社グループは、慎重な与信管理、対象物件の査定及び営業資産の分散による信用リスクの極小化に努めてお

りますが、不良債権等が著しく増加した場合には、貸倒コスト等の増大により当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

(3）その他のリスク 

① 災害等による影響 

 当社グループは、自然災害等の発生に備えてバックアップシステムの構築や、定期的な災害防止検査及び設備

点検を行っておりますが、あらゆる災害等を完全に防備出来るとは限りません。 

 たとえば、当社グループの本社機能・商品管理センターは関東地区（本社は東京都中央区、商品管理センター

は埼玉県越谷市）にあり、これらの地区において大規模な災害が発生し通信ネットワーク等に障害が発生した場

合には、本社機能、物流機能等が著しく低下する可能性があります。 



② 個人情報に関するリスク 

 当社グループは業務遂行上、多数の個人情報等を有しております。これらの情報の機密保持には細心の注意を

払っており、また、その管理に万全を期しておりますが、予期せぬ事態によって、万が一情報が社外に流出する

事態が生じた場合、当社グループの社会的信用を低下させ、その対応のために発生する多額の費用や、企業イメ

ージの低下が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

③ 制度変更に伴うリスク 

 当社グループは、現行の法律・税務・会計等の制度や基準を基に、事業活動を行っておりますが、将来におい

て、これらの諸制度が大幅に変更された場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）当連結会計年度の財政状態 

当連結会計年度における財政状態は、賃貸資産、割賦債権等の増加及び株式会社クインランドキャピタルの子

会社化により総資産が863億64百万円となり前連結会計年度に比べ132億31百万円増加し、純資産は371億円とな

り前連結会計年度に比べ９億48百万円増加しました。自己資本比率は6.9％低下し42.6％となりました。 

流動資産は411億26百万円となり、前連結会計年度に比べ76億43百万円の増加となりました。その主たる要因

は当社の割賦契約が好調なことと株式会社クインランドキャピタルの子会社化により、割賦債権が前連結会計年

度に比べ30億34百万円増加したためであります。 

固定資産は452億37百万円となり、前連結会計年度に比べ55億88百万円の増加となりました。その主たる要因

は、株式会社クインランドキャピタルの子会社化により、賃貸資産が前連結会計年度に比べ35億63百万円増加

し、投資その他の資産の投資有価証券が評価益の増大等により、前連結会計年度に比べ４億62百万円増加したた

めであります。 

負債合計は492億64百万円となり、前連結会計年度に比べ126億54百万円の増加となりました。これは割賦債

権、賃貸資産といった営業資産の増加等から、短期借入金及び長期借入金が前連結会計年度に比べ133億82百万

円増加したためであります。 

(2）当連結会計年度の経営成績 

当連結会計年度における経営成績は、売上高が509億49百万円となり前連結会計年度に比べ40億97百万円の増

加となりました。事業の種類別セグメントにおいては、情報通信部門の売上高が277億89百万円となり前連結会

計年度に比べ20億57百万円の増加となりました。一方、リース部門の売上高は237億15百万円となり前連結会計

年度に比べ25億96百万円の増加となり、当連結会計年度のリース・割賦・営業貸付取引の新規契約実行高は271

億19百万円となり前連結会計年度に比べ24億30百万円の増加となりました。 

営業利益は24億4百万円となり前連結会計年度に比べ２千１百万円増加しました。売上高営業利益率は前連結

会計年度に比べ0.4％減少し4.7％となりました。これは、販売費及び一般管理費が前連結会計年度末に比べ

0.5％増加したことによるものです。事業の種類別セグメントにおいては、情報通信部門の売上高営業利益率は

4.8％となり前連結会計年度末に比べ1.1％の増加となりました。一方、リース部門の売上高営業利益率は5.5％

となり前連結会計年度末に比べ1.6％の減少となりました。 

経常利益は23億51百万円となり前連結会計年度に比べ４千１百万円の減少となりました。 

当期純利益は12億34百万円となり前連結会計年度に比べ９千１百万円の減少となりました。 

(3）戦略的現状と見通し 

今後のわが国経済は、米国景気の減速など懸念材料はありますが、企業の設備投資が底堅く推移し雇用情勢も

改善傾向にあることから、緩やかな景気拡大が続くと予想されます。 

このような環境のもと、情報通信部門ではネットワーク構築用関連機器、機材の拡販に注力するとともに、セ

キュリティー分野の市場においても、内部統制・J-SOX法対応の内部統制強化ツールや個人情報漏えい防止ソフ

トを核とする情報セキュリティー商品の受注拡大に努めてまいります。 

一方リース部門は、収益性の高い分野への取り組みをさらに強化し、工作機械業界等の成長分野や成長企業に

対し、効果的な提案型営業を展開し、優良資産の積み上げに注力し売り上げの増強を図るとともに、リース会計

基準の変更を見据えた商品開発にも注力してまいります。 

また、JIP及びベインキャピタルの豊富な経営支援ノウハウとネットワークを活用し、情報通信事業とリース

事業のコラボレーション、シナジーの追求や、Ｍ＆Ａを中心とした事業の積極展開を行い、中長期的な成長を図

ってまいります。 



第３【設備の状況】 

１【賃貸資産】 

(1）【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における当連結会計年度の賃貸資産設備投資（無形固定資産を含む）の

内訳は、次のとおりであります。 

 なお、当連結会計年度において、賃貸取引の終了等により、資産を売却・除却した内訳は次のとおりでありま

す。 

(2）【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における賃貸資産の内訳は、次のとおりであります。 

(3）【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における当連結会計年度後１年間の賃貸資産の設備投資計画は、次のと

おりであります。 

 重要な除却等の計画はありません。なお、取引先の意向に基づいて賃貸契約が終了した資産につきましては随

時除却等を行っております。 

 区分 取得価額（百万円） 構成比（％） 

賃貸資産 

情報・事務用機器 889 6.9 

産業・土木・建設機械 4,284 33.0 

その他 7,803 60.1 

計 12,977 100.0 

 区分 帳簿価額（百万円） 

賃貸資産 

情報・事務用機器 397 

産業・土木・建設機械 198 

その他 847 

計 1,443 

 区分 帳簿価額（百万円） 構成比（％） 

賃貸資産 

情報・事務用機器 4,292 12.4 

産業・土木・建設機械 12,288 35.5 

その他 18,052 52.1 

計 34,633 100.0 

区分 投資予定金額 
資金調達方法 

賃貸資産 
総額（百万円） 既支払額（百万円） 

14,500 － 自己資金及び借入金 



２【自社用資産】 

(1）【設備投資の概要】 

 特記すべき事項はありません。 

(2）【主要な設備の状況】 

① 提出会社 

② 国内子会社 

(3）【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物 

（百万円） 
器具備品 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社 

（東京都中央区） 

情報通信部門 

リース部門 
社用設備 101 98 

167 

(418) 
－ 366 151 

商品管理センター 

（埼玉県越谷市） 
情報通信部門 同上 63 1 

222 

(3,000) 
0 287 8 

関西営業部 

（大阪市都島区） 

情報通信部門 

リース部門 
同上 109 1 

42 

(618) 
0 153 41 

営業所及び出張所 

（札幌市中央区他） 
同上 同上 393 5 

741 

(116) 
0 1,140 73 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物 

（百万円） 
器具備品 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

南海電設㈱ 

（大阪市浪速区） 
情報通信部門 社用設備 14 32 

5 

(98) 
－ 52 99 

㈱クインランドキャピタ

ル  

（広島県福山市） 

リース部門  社用設備 1 17 
16 

(145) 
－ 34 4 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

    (3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１. 旧商法第289条第２項の規定に基づく資本準備金の減少 

２. 自己株式の資本準備金による消却減少 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月29日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 35,105,138 35,105,138 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 35,105,138 35,105,138 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残高 
（百万円） 

平成14年５月13日 

（注）１ 
－ 36,005,138 － 10,758 △2,000 6,931 

自 平成14年１月１日

至 平成14年12月31日 

（注）２ 

△900,000 35,105,138 － 10,758 △255 6,675 



(5）【所有者別状況】 

 （注）１． 自己株式は「個人その他」に3,417単元及び「単元未満株式の状況」に926株含まれております。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。 

(6）【大株主の状況】 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 45 15 62 41 1 940 1,104 － 

所有株式数

（単元） 
－ 8,636 109 1,909 13,818 5 10,135 34,612 493,138 

所有株式数の

割合（％） 
－ 24.95 0.31 5.52 39.93 0.01 29.28 100.00 － 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シージーエムエルアイピービ

ーカスタマーコラテラルアカ

ウント 

CITIGROUP CENTRE，CANADA SQUARE， 

CANARY WHARF，LONDON E14 5LB  7,456 21.23 

（常任代理人 シティバン

ク・エヌ・エイ東京支店） 

（東京都品川区東品川二丁目3-14） 

山西 武雄 大阪市中央区南船場二丁目2-4 2,640 7.52 

ノーザントラストカンパニー

エイブイエフシーアカウント

ノントリーティー 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 

5NT UK 
2,155 6.13 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

（東京都中央区日本橋三丁目11-1） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7-1 1,555 4.42 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内一丁目3-3 1,500 4.27 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目1-2 1,100 3.13 

ノーザントラストカンパニー

エイブイエフシーサブアカウ

ントアメリカンクライアント 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 

5NT UK 
1,000 2.84 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

（東京都中央区日本橋三丁目11-1） 

メロンバンクトリーティーク

ライアンツオムニバス 
ONE BOSTON PLACE BOSTON，MA02108 800 2.27 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

（東京都中央区日本橋三丁目11-1） 
  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4-5 737 2.10 

エービーエヌアムロバンクエ

ヌブイヨーロピアンハブ 

GUSTAV MAHLERLAAN 10 1082 PP，

AMSTERDAM，NETHERLANDS 
509 1.44 

（常任代理人 シテイバン

ク・エヌ・エイ東京支店） 

（東京都品川区東品川二丁目3-14） 
  

計  － 19,452 55.35 



 （注）１．当社の自己株式（3,417千株、所有株式の割合9.73％）は上記の表には含めておりません。 

２．ジェイエムビーオー・ファンド・リミテッド及びダルトン・インベストメンツ・エルエルシーにより共同

保有者として平成18年11月15日付（平成18年11月９日現在）で提出された大量保有報告書（変更報告書）

により、12,354,000株の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年度末現在にお

ける実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、上記大量報告書（変更報告書）によれば、ダルトン・インベストメンツ・エルエルシーの保有株券

等の数のうち、7,484,000株は、ダルトン・インベストメンツ・エルエルシーと投資一任契約を締結してい

るジェイエムビーオー・ファンド・リミテッドの保有株券等の数になります。 

       大量保有者    ダルトン・インベストメンツ・エルエルシー（Dalton Investments LLC） 

             住所             12424 Wilshire Boulevard，Suite 600， Los Angeles， CA 90025，U.S.A. 

       保有株券等の数   株式 12,354,000株 

       株券等保有割合  35.19％ 

  

       大量保有者    ジェイエムビーオー・ファンド・リミテッド（JMBO Fund Ltd.） 

             住所             Cayman National Trust Co. Ltd， PO Box 10340APO， Cayman National Building 

                               Elgin Avenue， Grand Cayman，Cayman Islands 

       保有株券等の数   株式  7,484,000株 

       株券等保有割合  21.32％ 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式数】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株が含まれておりま

す。 

なお、「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義に係る議決権の数２個は含めておりません。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  3,417,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  31,195,000 31,193 － 

単元未満株式 普通株式   493,138 － － 

発行済株式総数 35,105,138 － － 

総株主の議決権 － 31,193 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

サンテレホン㈱ 
東京都中央区日本橋人

形町一丁目２番２号 
3,417,000 － 3,417,000 9.73 

計 － 3,417,000 － 3,417,000 9.73 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び 

         会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

     旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

   (注）当期間における取得自己株式には、平成19年１月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に 

   よる株式数は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

   (注）当期間における取得自己株式には、平成19年１月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に 

   よる株式数は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況 

（取得期間 平成－年－月－日～平成－年－月－日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 55,309 56,933,200 

残存授権株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
1,230 1,091,262 － － 

保有自己株式数 3,417,926 － － － 



３【配当政策】 

当社は長期的な視点から将来の事業展開を考慮し、内部留保の充実により企業体質の強化を図るとともに、株

主各位に対しましても安定的な配当を継続することを基本方針としております。 

当期は、中間配当金としては１株あたり４円を実施いたしましたが、期末配当金についても中間配当金と同様

１株当たり４円とし、年間８円の配当を実施いたしました。 

この結果、当期の配当性向は19.9%となります。当期の内部留保資金につきましては、今後の経営体質の一層の

充実、並びに将来の事業展開に役立てることと致します。 

（注）  当期の中間配当に関する取締役会議日 平成18年８月９日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） 340 454 765 1,237 1,180 

最低（円） 220 228 410 585 847 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 969 958 907 1,089 1,109 1,165 

最低（円） 875 848 847 885 990 980 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締

役社長 
 山西 啓司 昭和22年10月11日生

昭和50年５月 当社入社 

昭和59年２月 当社開発部長 

昭和60年４月 当社国際部長 

昭和61年３月 当社取締役に就任 

平成２年３月 当社常務取締役に就任 

平成３年３月 当社専務取締役に就任 

平成４年３月 当社代表取締役社長に就任（現

任） 

 １年 399 

取締役 リース部長 花沢 克廣 昭和22年６月12日生

昭和46年４月 株式会社三菱銀行入行 

（現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行） 

平成５年10月 同行尼崎支店長 

平成８年４月 同行融資第二部主任調査役 

平成10年11月 当社入社 

平成10年11月 当社財務部付部長 

平成11年１月 当社財務部長 

平成11年７月 当社リース部長（現任） 

平成12年３月 当社取締役に就任（現任） 

 １年 5 

取締役 情報通信部長 髙橋 義一 昭和32年９月10日生

昭和51年３月 当社入社 

平成２年４月 当社通信機材部名古屋営業所長 

平成６年４月 当社通信機材部本社営業部次長 

平成８年５月 当社情報通信部本社営業部長 

平成17年５月 当社情報通信部長（現任） 

平成18年３月 当社取締役に就任（現任） 

 １年 5 

監査役 

（常勤） 
 酒井 正敏 昭和18年４月16日生

昭和41年４月 株式会社三和銀行入行 

 （現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行） 

昭和62年８月 同行五反田支店次長 

平成２年10月 同行東京業務本部審査部審査役 

平成８年２月 当社入社 

平成８年２月 当社総務部次長 

平成８年12月 当社審査部次長 

平成９年４月 当社審査部長 

平成10年３月 当社取締役に就任 

平成12年３月 当社管理部長 

平成15年３月 当社監査役に就任（現任） 

 ４年 10 

監査役  田中 好男 昭和14年８月19日生 

昭和38年４月 日本電信電話公社入社 

 （現 日本電信電話株式会社） 

昭和61年４月 日本インテリジェントビルシステ

ムズ株式会社常務取締役 

平成元年２月  同社常務取締役退任 

平成元年３月 株式会社エヌ・ティ・ティピー・

シーコミュニケーションズ代表取

締役社長 

平成10年３月 同社代表取締役社長退任 

平成10年４月 財団法人電気電信端末機器審査協

会専務理事 

平成17年６月  同財団顧問 

平成17年10月 同財団顧問退任 

平成17年10月 テックファーム株式会社常勤監査

役（現任） 

平成18年３月 当社監査役に就任（現任） 

 １年 － 

 



 （注）１．監査役田中好男、安枝太は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

     ２．任期は、第58回定時株主総会からの残任期であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

監査役  安枝 太 昭和43年11月９日生

平成３年４月 東洋信託銀行株式会社入行 

 （現 株式会社三菱ＵＦＪ信託銀

行） 

平成13年９月 株式会社グローバルマネジメント

ディレクションズ入社 

  （現 株式会社ＫＰＭＧ  

ＦＡＳ） 

平成17年６月 日本産業パートナーズ株式会社ヴ

ァイスプレジデント（現任） 

平成18年４月 エルナー株式会社取締役（現任） 

平成19年３月 当社監査役に就任（現任） 

 ４年 － 

    計   419 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、継続的な企業価値の向上を図るため、変動する経営環境に対応した経営意志決定の迅速化、適時情報開

示等による経営の透明性の確保、経営の監督機能の強化等、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題の

一つとして認識し、内部統制の強化に努めております。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 １．内部統制システムの整備の状況 

当社は平成18年５月30日開催の取締役会において、内部統制システムの整備に関する基本方針について下記の項

目を決定いたしました。 

①取締役・従業員の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

⑤使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

⑥株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

⑦監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項ならびにその使用 

 人の取締役会からの独立性に関する事項 

⑧取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制、その他監査役会 

  の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

内部監査につきましては、内部監査機能を強化するため平成18年７月１日付で、検査室を内部監査室に改編・拡

充し、各部門の職務の執行について適宜監視を行っております。 

 ２．取締役会、監査役会の実施状況 

取締役会は、毎月１回の定例取締役会のほか必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催しております。また、取

締役会の下部組織として取締役並びに部門長により構成される経営会議を設置し、経営戦略に関する重要な事項を

審議し、迅速かつ適切な対応を行っております。 

また、当社は監査役会制度を採用しており、常勤監査役１名と非常勤監査役（社外監査役）２名の計３名で構成

され、監査役会を毎月１回開催しております。監査役は取締役会に毎回出席する等、取締役の業務執行状況の監査

を行っております。なお、社外監査役は当社との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあり

ません。 

当社のコーポレート・ガバナンス並びにリスク管理の体制（平成19年３月30日現在） 



（3）会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、松本正一郎氏、板谷秀穂氏であり、新日本監査法人に所属してお

ります。会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９名、会計士補15名であります。 

(4）役員報酬の内容 

取締役に支払った報酬  76百万円（うち社外取締役  21百万円） 

監査役に支払った報酬  23百万円（うち社外監査役  11百万円） 

(5）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  23百万円 

上記以外の業務に基づく報酬               2百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第57期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

第58期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

 ただし、第57期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の連結財務諸表並びに第57期事業年度（平

成17年１月１日から平成17年12月31日まで）及び第58期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の

財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資産の部        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   3,158   4,715  

２．受取手形及び売掛金 ※４  7,975   9,038  

３．割賦債権   15,954   18,988  

４．営業貸付金   4,706   5,980  

５．賃貸料等未収入金   939   1,050  

６．たな卸資産   545   870  

７．繰延税金資産   74   214  

８．その他の流動資産   255   592  

９．貸倒引当金   △126   △323  

流動資産合計   33,483 45.8  41,126 47.6 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

(イ）賃貸資産 
 ※１ 

※２ 
      

１．リース資産   30,004   33,803  

２．リース資産処分損
引当金 

  △360   △563  

賃貸資産計   29,644   33,240  

(ロ）社用資産 
 ※１ 

※２ 
      

１．建物   721   683  

２．車輌運搬具   1   0  

３．器具備品   114   166  

４．土地   1,178   1,194  

社用資産計   2,017   2,046  

有形固定資産合計   31,661 43.3  35,287 40.9 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産        

(イ）賃貸資産         

１．リース資産   866   833  

賃貸資産計   866   833  

(ロ）その他の無形固定資
産 

       

１．ソフトウエア   120   293  

２．電話加入権   13   9  

３．のれん    －   616  

その他の無形固定資
産合計  

  133   918  

無形固定資産合計   1,000 1.4  1,752 2.0 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   5,968   6,430  

２．出資金   7   7  

３．長期貸付金   7   3  

４．固定化営業債権 ※３  435   823  

５．長期前払費用   32   154  

６．繰延税金資産   671   847  

７．その他の投資   185   229  

８．貸倒引当金   △320   △297  

投資その他の資産合計   6,987 9.5  8,198 9.5 

固定資産合計   39,649 54.2  45,237 52.4 

資産合計  73,133 100.0 86,364 100.0 

   
 



  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

負債の部        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   8,349   9,392  

２．短期借入金   5,450   16,452  

３．一年以内償還予定の社
債 

   2,467   －  

４．一年以内返済長期借入
金 

※２  2,806   4,019  

５．未払金   137   26  

６．未払費用   228   301  

７．未払法人税等   68   738  

８．未払消費税等   11   －  

９．割賦未実現利益   1,414   1,615  

10．賞与引当金   278   222  

11．役員賞与引当金    －   2  

12．その他の流動負債   168   204  

流動負債合計   21,379 29.3  32,975 38.2 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   4,000   4,000  

２．長期借入金 ※２  9,243   10,410  

３．退職給付引当金   473   500  

４．役員退職慰労引当金   128   166  

５．受取保証金   553   454  

６．その他の固定負債   831   756  

固定負債合計   15,231 20.8  16,288 18.8 

負債合計   36,610 50.1  49,264 57.0 

少数株主持分        

少数株主持分   369 0.5  － － 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資本の部        

Ⅰ 資本金 ※５  10,758 14.7  
－ 
  

－ 
  

Ⅱ 資本剰余金   8,676 11.9  
－ 
  

－ 
  

Ⅲ 利益剰余金   15,736 21.5  
－ 
  

－ 
  

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1,976 2.7  
－ 
  

－ 
  

Ⅴ 自己株式 ※５   △995 △1.4  
－ 
  

－ 
  

資本合計   36,152 49.4  
－ 
  

－ 
  

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  73,133 100.0  
－ 
  

－ 
  

       
 



  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

純資産の部               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   10,758 12.5 

２．資本剰余金     － －   8,677 10.0 

３．利益剰余金     － －   16,705 19.3 

４．自己株式     － －   △1,051 △1.2 

  株主資本合計     － －   35,089 40.6 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   1,682 2.0 

２．繰延ヘッジ損益     － －   △13 △0.0 

  評価・換算差額等合計     － －   1,668 2.0 

Ⅲ 少数株主持分     － －   342 0.4 

純資産合計     － －   37,100 43.0 

負債純資産合計     － －   86,364 100.0 

    



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    46,852 100.0  50,949 100.0 

Ⅱ 売上原価    41,021 87.6  44,579 87.5 

売上総利益   5,830 12.4  6,369 12.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  3,447 7.3  3,965 7.8 

営業利益   2,383 5.1  2,404 4.7 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息   4   5   

２．受取配当金  39   73   

３．リース資産処分損引当
金戻入益 

 16   －   

４．貸倒引当金戻入益  38   64   

５．その他の営業外収益  36 135 0.3 45 189 0.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息   49   87   

２．投資有価証券評価損  8   －   

３．社債発行費償却  9   －   

４．その他の営業外費用  60 126 0.3 154 241 0.5 

経常利益   2,392 5.1  2,351 4.6 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  －     －     

２．役員退職慰労引当金戻
入益 

 25 25 0.1 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．商品評価損  －   21   

２．投資有価証券評価損  －   9   

３．固定資産評価損 ※２  －   18   

４．公開買付対応費用等  － － － 100 150 0.3 

税金等調整前当期純利
益 

  2,417 5.2  2,201 4.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 604   926   

法人税等調整額  447 1,051 2.3 △4 921 1.8 

少数株主利益   40 0.1  44 0.1 

当期純利益   1,325 2.8  1,234 2.4 

        



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   8,676 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１．自己株式処分差益  0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   8,676 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   14,681 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．当期純利益  1,325 1,325 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金  254  

２．役員賞与  15 270 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   15,736 

    



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（平成18年１月１日～平成18年12月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高 
（百万円） 

10,758 8,676 15,736 △995 34,176 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（百万円）     △253   △253 

利益処分による役員賞与（百万
円） 

    △12   △12 

当期純利益（百万円）     1,234   1,234 

自己株式の取得（百万円）       △56 △56 

自己株式の処分（百万円）   0   0 1 

連結子会社増減に伴う剰余金に
よる増加 （百万円） 

    △5   △5 

連結子会社増減に伴う剰余金に
よる減少 （百万円） 

    5   5 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）（百万
円） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） － 0 968 △56 912 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

10,758 8,677 16,705 △1,051 35,089 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日 残高 
（百万円） 

1,976 － 1,976 369 36,522 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（百万円）         △253 

利益処分による役員賞与（百万
円） 

        △12 

当期純利益（百万円）         1,234 

自己株式の取得（百万円）         △56 

自己株式の処分（百万円）         1 

連結子会社増減に伴う剰余金に
よる減少 （百万円） 

        △5 

連結子会社増減に伴う剰余金に
よる減少 （百万円） 

        5 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）（百万
円） 

△293 △13 △307 △27 △335 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△293 △13 △307 △27 577 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

1,682 △13 1,668 342 37,100 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利
益 

 2,417 2,201 

賃貸資産及び社用資産
減価償却費 

 11,245 11,126 

賃貸資産の取得による
支出 

 △12,624 △12,666 

賃貸資産の売却・除却  965 1,340 

貸倒引当金の増加額  70 119 

リース資産処分損引当
金の増加額（△は減少
額） 

 △100 174 

役員退職慰労引当金の
増加額（△は減少額） 

 △603 7 

投資有価証券評価損  8 9 

固定資産評価損   － 18 

社債発行費償却  9 － 

受取利息及び受取配当
金 

 △43 △79 

資金原価及び支払利息  297 354 

受取手形及び売掛金の
減少額（△は増加額） 

 182 △1,061 

割賦債権増加額  △3,405 △1,404 

営業貸付債権減少額 
（△は増加額） 

 400 △0 

たな卸資産の減少額
（△は増加額） 

 107 △324 

支払手形及び買掛金の
増加額 

 768 832 

受取保証金の減少額  △92 △108 

その他営業活動による
増減額 

 599 △379 

小計  203 161 

利息及び配当金の受取
額 

 43 79 

利息の支払額  △294 △359 

法人税等の支払額  △1,377 △384 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,423 △503 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

社用資産取得による支
出 

 △111 △101 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △1,380 △961 

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得に
よる収入 

 ※２ － 174 

その他投資活動による
増減額 

 11 △85 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,480 △974 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の純増減額  2,000 7,702 

長期借入れによる収入  4,440 1,600 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △2,684 △3,322 

社債の償還による支出   － △2,467 

自己株式の取得・売却
による純収支 

 △27 △55 

少数株主への払戻しに
よる支出  

 － △147 

配当金の支払額  △257 △254 

少数株主への配当金支
払額 

 △21 △10 

その他   － △5 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 3,448 3,037 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 544 1,559 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 2,611 3,155 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 ※１ 3,155 4,715 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数及びその主要な会社名 

 連結子会社  ３社 

 南海電設株式会社、サントレイディン

グ株式会社、タキオン株式会社 

 連結子会社  ４社 

連結の範囲の変更(株式会社クインラン

ドキャピタル） 

株式会社クインランドキャピタルについ

ては、当社が同社の株式81％を取得し子

会社となった為、当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。 

連結子会社は、「３．事業の内容」に記

載しているため省略しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した関連会社の数 

 該当事項はありません。 

(1）持分法を適用した関連会社の数 

同左 

 (2）持分法を適用しない関連会社の数 

 該当事項はありません。 

(2）持分法を適用しない関連会社の数 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社３社の決算日は、10月31日

であります。 

 なお、連結財務諸表の作成にあたって

は同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に重要な取引が生じた場合に

は、連結上必要な調整をすることとして

おります。 

株式会社クインランドキャピタルを除

く連結子会社３社の決算日は、10月31日

であります。 

  なお、連結財務諸表の作成にあたって

は同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に重要な取引が生じた場合に

は、連結上必要な調整をすることとして

おります。 

 また、株式会社クインランドキャピタ

ルの決算日は当社と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法 

 評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法 

 評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

 商品 

 総平均法による原価法 

② たな卸資産 

 商品 

同左 

  その他のたな卸資産 

 最終仕入原価法 

 その他のたな卸資産 

同左 

 ③ デリバティブ 

時価法 

③ デリバティブ 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 賃貸資産 

(イ）リース資産 

 リース期間を償却年数とし、リ

ース期間満了時の適正残存価額を

見積り、これを基とした定額法基

準によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 賃貸資産 

(イ）リース資産 

同左 

 (ロ）レンタル資産 

 定率法 

(ロ）レンタル資産 

同左 

 ② 社用資産 

 定率法 

 （ただし、連結子会社は平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物

付属設備を除く）は定額法によって

おります。） 

② 社用資産 

同左 

 ③ その他の無形固定資産（ソフトウ

ェア） 

 社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

③ その他の無形固定資産（ソフトウ

ェア） 

同左 

 (3）繰延資産の処理方法 

 社債発行費 

 商法施行規則の規定に基づき３年間

で毎期均等額を償却することとしてい

ます。 

(3）繰延資産の処理方法 

───── 

 (4）外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 為替予約等の振当処理の対象となっ

ている外貨建金銭債権債務については

当該為替予約等の円貨額に換算してお

ります。 

(4）外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

───── 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

 (5）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(5）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② リース資産処分損引当金 

 リース資産の処分損失に備えるた

め、リース資産の処分損失見積額を

計上しております。 

② リース資産処分損引当金 

同左 

 ③ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、支給見込額の当連結会計年度負

担額を計上しております。 

③ 賞与引当金 

同左 

 ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 なお、退職給付債務は簡便法に基

づいて計算しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備え

るため、内規に基づく当連結会計年

度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。なお、

この引当金につきましては商法施行

規則第43条に規定するものでありま

す。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支払いに備え

るため、当社及び一部の連結子会社

は、内規に基づく当連結会計年度末

において発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、当社は、平成18年２月15日

開催の取締役会において、平成18年

３月30日の株主総会終結時をもって

退職慰労制度を廃止することとし、

在任期間中の職務遂行の対価部分相

当額を、役員退職慰労引当金として

計上しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

  ⑥ 役員賞与引当金 

 ───── 

 ⑥ 役員賞与引当金 

 当社及び一部の連結子会社は役員

の賞与の支払いに備えるため、支給

見込額の当連結会計年度負担額を計

上しております。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用しておりま

す。これにより、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益がそ

れぞれ2百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は軽微であります。 

 (6）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては特例処理を

行ない、振当処理の要件を満たす通

貨スワップについては振当処理を行

なっております。 

 また、「リース業における金融商

品会計基準適用に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会 業種別監査委員会報告

第19号 平成12年11月14日）に定め

る負債の包括ヘッジについては、同

報告に基づく処理によっておりま

す。 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては、特例処理

を行っております。 

 また、「リース業における金融商

品会計基準適用に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会 業種別監査委員会報告

第19号 平成12年11月14日）に定め

る負債の包括ヘッジについては、同

報告に基づく処理によっておりま

す。  

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 金利スワップ取

引及び通貨スワ

ップ取引 

ヘッジ対象 借入金及び外貨

建社債 

ヘッジ手段 金利スワップ取

引 

ヘッジ対象 借入金 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

 ③ ヘッジ方針及び有効性評価の方法 

 金利及び為替変動等の財務リスク

をコントロールする目的でデリバテ

ィブ取引を利用しており、投機目的

の取引は行なっておりません。 

 金利スワップをヘッジ手段、借入

金をヘッジ対象とする個別ヘッジ及

び通貨スワップをヘッジ手段、外貨

建社債をヘッジ対象とする個別ヘッ

ジについては、金利・期間等の重要

な条件が同一であることをもって、

ヘッジの有効性を評価しておりま

す。 

 また、負債の包括ヘッジについて

はヘッジ対象となる負債等につい

て、ヘッジ手段となるデリバティブ

取引の想定元本がヘッジ対象の範囲

内に収まっていることを検証するこ

とでヘッジの有効性を評価しており

ます。 

③ ヘッジ方針及び有効性評価の方法 

 金利及び為替変動等の財務リスク

をコントロールする目的でデリバテ

ィブ取引を利用しており、投機目的

の取引は行なっておりません。 

 金利スワップをヘッジ手段、借入

金をヘッジ対象とする個別ヘッジに

ついては、金利・期間等の重要な条

件が同一であることをもって、ヘッ

ジの有効性を評価しております。 

 また、負債の包括ヘッジについて

はヘッジ対象となる負債等につい

て、ヘッジ手段となるデリバティブ

取引の想定元本がヘッジ対象の範囲

内に収まっていることを検証するこ

とでヘッジの有効性を評価しており

ます。 

 (8）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(8）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６．のれん償却に関する事項  ───── のれんの償却については、投資効果の

発現すると見積もられる５年にわたって

均等償却しております。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

 ───── 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



会計方針の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成18年12月31日） 

  ───── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準

第5号 平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 企業会計基準適用指針8号 平成17年12月9日）を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

また、従来の資本の部の合計に相当する金額は36,771百万

円であります。 

  ───── （役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。  

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ２百万円減少しております。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

──────  （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において区分掲記しておりました流動負

債「未払消費税」は、金額が僅少であるため、流動負債の

「その他流動負債」に含めて表示することといたしまし

た。 

 なお、当連結会計年度の「その他流動負債」に含まれて

いる「未払消費税」は23百万円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

※１(1）有形固定資産の減価償却累計額 ※１(1）有形固定資産の減価償却累計額 

賃貸資産の減価償却累計額    51,879百万円

社用資産の減価償却累計額     1,596百万円

賃貸資産の減価償却累計額 55,457百万円

社用資産の減価償却累計額     1,658百万円

(2）固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 (2）固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 

建物       42百万円

土地       44百万円

計       87百万円

建物        42百万円

土地        44百万円

計        87百万円

※２ 担保に供している資産及び対応する債務 ※２ 担保に供している資産及び対応する債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

土地     4百万円

建物      2百万円

リース債権     3,349百万円

計     3,357百万円

            ───── 

(2）担保提供資産に対応する債務 (2）担保提供資産に対応する債務 

一年以内返済長期借入金       30百万円

長期借入金      235百万円

社債発行に対する銀行保証     2,467百万円

計     2,732百万円

            ───── 

 担保に供している資産のうち土地、建物は連結

子会社において当座貸越契約の担保として供して

おりますが、当該契約は実行しておりません。 

 

※３ 固定化営業債権 

 固定化営業債権は、財務諸表等規則第32条第１項

第10号の債権であります。 

※３ 固定化営業債権 

同左 

※４ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について 

 当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行なわれたものとして処理しており

ます。 

 当連結会計年度末日満期手形は次のとおりであり

ます。 

※４ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について 

 当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行なわれたものとして処理しており

ます。 

 当連結会計年度末日満期手形は次のとおりであり

ます。 

受取手形      227百万円

リース契約にもとづく担保預

り手形 
      30百万円

割賦販売契約にもとづく担保

預り手形 
      83百万円

その他の担保預り手形      1百万円

受取手形 242百万円

リース契約にもとづく担保預

り手形 
 34百万円

割賦販売契約にもとづく担保

預り手形 
 175百万円

その他の担保預り手形      1百万円

※５ 当社の発行済株式総数は普通株式35,105千株であ

り、保有する自己株式の数は、普通株式3,363千株で

あります。 

            ───── 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

給与手当  1,480百万円

賞与引当金繰入額    215百万円

退職給付費用     48百万円

役員退職慰労引当金繰入額     15百万円

減価償却費     88百万円

貸倒引当金繰入額   251百万円

リース資産処分損引当金繰入額      53百万円

給与手当 1,348百万円

賞与引当金繰入額    152百万円

退職給付費用     58百万円

役員退職慰労引当金繰入額      6百万円

減価償却費     89百万円

貸倒引当金繰入額     398百万円

リース資産処分損引当金繰入額   203百万円

            ───── ※２ 固定資産評価損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

電話加入権 18百万円

            ───── （固定資産の減損に係る会計基準）                    

  当連結会計度から「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これによる

税金等調整前当期純利益への影響は、軽微であり

ます。 

 

  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（平成18年１月１日～平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      （注）１．普通株式の株式数の増加は、単元未満株式の買い取りによるものであります。 

         ２．普通株式の株式数の減少は、単元未満株式の買い増しによるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 35,105 － － 35,105 

合計 35,105 － － 35,105 

自己株式     

普通株式（注）１，２ 3,363 55 1 3,417 

合計 3,363 55 1 3,417 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 126 4 平成17年12月31日 平成18年３月30日 

平成18年８月９日 

取締役会 
普通株式 126 4 平成18年６月30日 平成18年９月14日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 126  利益剰余金 4 平成18年12月31日 平成19年３月30日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

  掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表  

    に掲記されている科目の金額との関係  

現金及び預金勘定    3,158百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金     △2百万円

現金及び現金同等物    3,155百万円

現金及び預金勘定    4,715百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金     －百万円

現金及び現金同等物    4,715百万円

――――――――― ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社 

   の資産及び負債の主な内訳  

      株式の取得により新たに株式会社クインランドキ

ャピタルを連結したことに伴う連結開始時の資産

及び負債の内訳並びに株式の取得に伴う収入（純

額）との関係は次のとおりであります。 

流動資産    4,060百万円

固定資産    5,517百万円

のれん    715百万円

流動負債  △5,570百万円

固定負債   △3,461百万円

少数株主持分     △103百万円

新規連結子会社株式の取得額   1,158百万円

新規連結子会社の現金及び現金同

等物  

 1,332百万円

差引：新規連結子会社取得による 

   収入  

174百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度（平成17年１月１日から 平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度（平成18年１月１日から 平成18年12月31日まで） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

貸手側 

 (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

       （単位：百万円）

 情報・事務用機器  産業・土木・建設機械  その他  合計 

取得価額 11,959  40,343  30,463  82,766 

減価償却累計額 7,696  28,786  15,516  52,000 

期末残高 4,262  11,557  14,946  30,766 

 
 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内  １年超  合計  
（転貸リース取引はありません。） 

10,396百万円 21,508百万円 31,904百万円 

 
 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料  13,141百万円

減価償却費  11,103百万円

受取利息相当額  1,435百万円

 
 (4）受取利息相当額の算定方法 

 受取利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

貸手側 

 (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

       （単位：百万円）

 情報・事務用機器  産業・土木・建設機械  その他  合計 

取得価額 14,356  39,743  37,440  91,539 

減価償却累計額 10,081  27,454  19,387  56,923 

期末残高 4,275  12,288  18,052  34,616 

 
 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内  １年超  合計  
（転貸リース取引はありません。） 

 11,654百万円  22,937百万円  34,591百万円 

 
 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料   13,981百万円

減価償却費  11,680百万円

受取利息相当額   1,452百万円

 
 (4）受取利息相当額の算定方法 

 受取利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 



（有価証券関係） 

① 前連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 （注） 当連結会計年度における時価のないその他有価証券の減損処理及び取得原価の修正額は8百万円であります。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
   

(1）株式 1,915 5,252 3,336 

(2）債券    

① 国債・地方債 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,915 5,252 3,336 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
   

(1）株式 162 158 △4 

(2）債券    

① 国債・地方債 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 162 158 △4 

合計 2,078 5,410 3,331 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 558 

合計 558 



② 当連結会計年度（平成18年12月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 （注） 当連結会計年度における時価のないその他有価証券の減損処理及び取得原価の修正額は9百万円であります。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
   

(1）株式 1,055 4,217 3,161 

(2）債券    

① 国債・地方債 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,055 4,217 3,161 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
   

(1）株式 1,773 1,460 △312 

(2）債券    

① 国債・地方債 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 200 195 △4 

(3）その他 － － － 

小計 1,973 1,655 △317 

合計 3,028 5,872 2,843 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 557 

合計 557 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

(1）取引の内容 

提出会社の利用しているデリバティブ取引は、金利

スワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

財務リスクをコントロールする目的で利用してお

り、投機目的の取引は行っておりません。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

資金調達コストの軽減、平準化を目的に金利スワッ

プ取引を利用しております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しておりますが、このリスクは資金調達案件の有す

る金利変動リスクと相殺されるものであります。 

また、提出会社の取引の相手先は信用度の高い金融

機関に分散されており、相手先の契約不履行によるリ

スクは極めて少ないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引は、取締役会で定められた社内管

理規定により執行・管理されております。デリバティ

ブ取引の執行部門は財務部であり、取締役会において

承認された取引を執行し、取引後の状況等を取締役会

にフィードバックしております。 

また、取引管理部門は管理部であり、個々の取引内

容が執行部門からの報告と差異が無いかを定期的に確

認しております。また、検査室は監査部門として、取

引限度枠、取引ルール等の遵守状況をチェックし取締

役会や財務部門長へ報告しております。 

なお、連結子会社はデリバティブ取引を利用してお

りません。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引は、取締役会で定められた社内管

理規定により執行・管理されております。デリバティ

ブ取引の執行部門は財務部であり、取締役会において

承認された取引を執行し、取引後の状況等を取締役会

にフィードバックしております。 

また、取引管理部門は管理部であり、個々の取引内

容が執行部門からの報告と差異が無いかを定期的に確

認しております。また、内部監査室は監査部門とし

て、取引限度枠、取引ルール等の遵守状況をチェック

し取締役会や財務部門長へ報告しております。 

なお、連結子会社はデリバティブ取引を利用してお

りません。 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

前連結会計年度（平成17年12月31日） 

(1）通貨関連 

該当事項はありません。 

なお、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引につ

いては、開示の対象から除いております。 

(2）金利関連 

当連結会計年度にかかるデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対

象から除いております。 

なお、「リース業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会 業種別監査委員会報告第19号 平成12年11月14日）に定める負債の包括ヘッジについては

次のとおりであります。 

① 概要 

負債の包括ヘッジについては、デリバティブ取引（ヘッジ手段）の想定元本がリース契約等に対応する

負債等（ヘッジ対象）の総額に収まる範囲内で、負債から生じるキャッシュ・フロー変動リスクを総体と

してヘッジする取引を行っております。 

② デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） 時価は金利スワップ契約を締結した金融機関から提示された価格によっております。 

当連結会計年度（平成18年12月31日） 

(1）通貨関連 

該当事項はありません。 

(2）金利関連 

当連結会計年度にかかるデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対

象から除いております。 

なお、「リース業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会 業種別監査委員会報告第19号 平成12年11月14日）に定める負債の包括ヘッジについては

次のとおりであります。 

① 概要 

負債の包括ヘッジについては、デリバティブ取引（ヘッジ手段）の想定元本がリース契約等に対応する

負債等（ヘッジ対象）の総額に収まる範囲内で、負債から生じるキャッシュ・フロー変動リスクを総体と

してヘッジする取引を行っております。 

② デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） 時価は金利スワップ契約を締結した金融機関から提示された価格によっております。 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年12月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超（百万
円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

市場取引以

外の取引 

金利スワップ取引     

受取変動・支払固定 1,000 1,000 △42 △42 

合計 1,000 1,000 △42 △42 

区分 種類 

当連結会計年度（平成18年12月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超（百万
円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

市場取引以

外の取引 

金利スワップ取引     

受取変動・支払固定 1,000 － △23 △23 

合計 1,000 － △23 △23 



（退職給付関係） 

（ストック・オプション等関係） 

前連結会計年度（平成17年１月１日～平成17年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

        当連結会計年度（平成18年１月１日～平成18年12月31日） 

該当事項はありません。  

前連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 提出会社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度および退職一時金制度を設けて

おります。 

 また、連結子会社は、確定給付型の制度として、退

職一時金制度を設けております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

同左 

（単位：百万円） （単位：百万円）

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 507 

(1）年金資産 34 

(2）退職給付引当金 473 

退職給付債務 534 

(1）年金資産 34 

(2）退職給付引当金 500 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

退職給付費用 48 退職給付費用 60 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 簡便法を採用しているため、該当事項はありませ

ん。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳 

（単位：百万円）

（繰延税金資産）  

賃貸資産減価償却費損金算入限度

超過額 
1,465 

リース資産処分損引当金損金算入

限度超過額 
146 

貸倒引当金損金算入限度超過額 115 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
181 

賞与引当金損金算入限度超過額 124 

その他 229 

繰延税金資産小計 2,262 

評価性引当金額 14 

繰延税金資産合計 2,248 

  

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 38 

その他有価証券評価差額金 1,350 

その他 112 

繰延税金負債合計 1,501 

  

繰延税金資産の純額 746 

（単位：百万円）

（繰延税金資産）  

賃貸資産減価償却費損金算入限度

超過額 
1,339 

リース資産処分損引当金損金算入

限度超過額 
201 

貸倒引当金損金算入限度超過額 163 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
215 

賞与引当金損金算入限度超過額 103 

その他 271 

繰延税金資産小計 2,296 

評価性引当金額 74 

繰延税金資産合計 2,371 

  

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 38 

その他有価証券評価差額金 1,154 

その他 115 

 繰延税金負債合計 1,309 

  

繰延税金資産の純額 1,062 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に算出されない項目 1.9 

受取配当金等永久に損金に算出されない

項目 
△1.0 

評価性引当金 0.6 

住民税均等割 1.0 

その他 0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5 

     法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 （注）１．上記の事業区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主要品目 

情報通信部門・・・・通信関連機器・工事用材料等の販売 

リース部門・・・・・情報関連機器、事務用機器、一般産業機器、商業・サービス業用機械設備・医療機器

等のリース及び割賦販売等（賃貸取引の満了・中途解約に伴う物件販売等を含む） 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は85百万円であり、その主なものは

提出会社の本社管理部門に係る費用等であります。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,589百万円であり、その主なものは提出会社の

余資運用資金（現金及び有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券）、及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

 

前連結会計年度（平成17年１月１日～平成17年12月31日） 

情報通信部門 
（百万円） 

リース部門 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
 （百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 25,732 21,119 46,852 － 46,852 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
0 59 60 (60) － 

計 25,733 21,179 46,912 (60) 46,852 

営業費用 24,781 19,667 44,449 20 44,469 

営業利益 951 1,511 2,463 (80) 2,383 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 10,818 52,724 63,543 9,589 73,133 

減価償却費 95 11,181 11,277 (31) 11,245 

資本的支出 111 12,653 12,765 (28) 12,736 



 （注）１．上記の事業区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主要品目 

情報通信部門・・・・通信関連機器・工事用材料等の販売 

リース部門・・・・・情報関連機器、事務用機器、一般産業機器、商業・サービス業用機械設備・医療機器

等のリース及び割賦販売等（賃貸取引の満了・中途解約に伴う物件販売等を含む） 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は105百万円であり、その主なもの

は提出会社の本社管理部門に係る費用等であります。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は11,629百万円であり、その主なものは提出会社の

余資運用資金（現金及び有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券）、及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成17年１月１日～平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成18年１月１日～平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（平成17年１月１日～平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成18年１月１日～平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（平成18年１月１日～平成18年12月31日） 

情報通信部門 
（百万円） 

リース部門 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
 （百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 27,789 23,715 51,504 (555) 50,949 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 37 37 (37) － 

計 27,789 23,752 51,542 (592) 50,949 

営業費用 26,457 22,448 48,905 (360) 48,545 

営業利益 1,331 1,304 2,636 (232) 2,404 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 11,953 62,781 74,734 11,629 86,364 

減価償却費 87 11,728 11,815 74 11,889 

資本的支出 39 13,116 13,115 33 13,189 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（平成17年１月１日～平成17年12月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成18年１月１日～平成18年12月31日） 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等 
（人） 

事業上の
関係 

役員 春田 博 － － 
当社監査

役 
－ － － 弁護士報酬 2 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  当社は、中長期的かつ持続的な成長を実現するため、平成18年12月20日開催の取締役会において、JIP-I株式会社

（以下、「JIP-Ⅰ」といいます。）による当社株式の公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）につい

て、賛同の意を表明することを決議し、その旨の意見表明をいたしました。 

決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事項は以下の通りです。 

１．親会社等、主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動 

 本公開買付けは、平成18年12月21日から平成19年２月14日まで実施され、その結果当社普通株式の30,245,201株

の応募があり、平成19年３月２日付でJIP-Ⅰが新たに当社の親会社及び筆頭株主となりました。 

  

２．臨時株主総会及び当社普通株主による種類株主総会招集のための基準日設定 

 当社は、平成19年２月21日開催の取締役会において、定款一部変更のため、平成19年４月23日開催予定の臨時株

主総会及び当社普通株式に係る種類株主総会の基準日を平成19年３月12日に設定いたしました。 

なお、本事象の詳細につきましては「第２事業の状況、３.対処すべき課題」をご参照下さい。 

 
前連結会計年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

１株当たり純資産額         1,138.59円             1,170.82円 

１株当たり当期純利益      41.35円           38.93円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

(平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで) 

当期純利益（百万円） 1,325 1,234 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 12 － 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
(12)  (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,313 1,234 

期中平均株式数（株） 31,757,831 31,722,491 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．利率欄の変動金利とは、３ヶ月米ドルLIBORプラス0.40％であります。 

    ２．（ ）内書は、一年内償還予定の社債であります。 

３．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりです。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は期末残高及びその利率を使用して算出しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返

済予定額は以下のとおりです。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

サンテレホン株式会社 
2006年満期米ドル建 

保証付変動利付社債 

平成13年 

４月５日 

2,467 

〔20百US$〕

(2,467)

－ 

〔  百US$〕

－ 

変動金利 

（注）1 
なし 

平成18年 

４月５日 

サンテレホン株式会社 
サンテレホン株式会社 

第１回無担保社債 

平成14年 

９月30日 
1,000 1,000 1.47 なし 

平成21年 

９月30日 

サンテレホン株式会社 
サンテレホン株式会社 

第２回無担保社債 

平成14年 

11月27日 
800 800 1.56 なし 

平成21年 

11月27日 

サンテレホン株式会社 
サンテレホン株式会社 

第３回無担保社債 

平成14年 

11月27日 
700 700 1.56 なし 

平成21年 

11月27日 

サンテレホン株式会社 
サンテレホン株式会社 

第４回無担保社債 

平成15年 

３月19日 
1,500 1,500 0.66 なし 

平成22年 

３月19日 

合計 － － 
6,467 

(2,467)

4,000 

－ 
－ － － 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

－ 2,500 1,500 － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 5,450 16,452 1.20 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,806 4,019 1.63 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 9,243 10,410 1.64 
平成20年１月～ 

平成25年９月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 17,500 30,881 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 3,034 3,423 2,455 932 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資産の部        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,494   3,456  

２．受取手形 ※９  2,003   2,151  

３．売掛金  ※10  5,609   6,365  

４．割賦債権   15,954   17,675  

５．営業貸付金   4,706   5,294  

６．関係会社短期貸付金   －   1,700  

７．賃貸料等未収入金   939   1,023  

８．商品   449   787  

９．前払費用    23   －  

10．繰延税金資産   90   124  

11．未収収益    16   －  

12．その他の流動資産   211   101  

13．貸倒引当金   △127   △171  

流動資産合計   32,372 45.1  38,507 48.3 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

（イ）賃貸資産  ※２       

１．リース資産    29,935    30,276  

２．リース資産処分損引当
金 

  △360   △495  

 賃貸資産計   29,575   29,781  

（ロ）社用資産 ※３        

１．建物    709   668  

２．車輌運搬具    1   0  

３．器具備品    83   106  

４．土地    1,173   1,173  

  社用資産計    1,967   1,948  

有形固定資産合計   31,542 43.9  31,730 39.8 

 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産         

（イ）賃貸資産 ※５        

 １．リース資産   819   518  

  賃貸資産計   819   518  

（ロ）その他無形固定資産         

  １．ソフトウェア   119   130  

  ２．電話加入権   8   8  

  その他無形固定資産計   128   139  

 無形固定資産合計   947 1.3  657 0.8

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   5,934   6,394  

２．関係会社株式   164   1,200  

３．出資金   7   7  

４．従業員に対する長期貸
付金 

  3   2  

５．固定化営業債権 ※８  412   546  

６．長期前払費用   31   151  

７．繰延税金資産   575   758  

８．その他の投資   92   113  

９．貸倒引当金   △297   △274  

投資その他の資産合計   6,924 9.6  8,899 11.1 

固定資産合計   39,415 54.9  41,287 51.7 

資産合計   71,788 100.0  79,795 100.0 

       
 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

負債の部        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   4,116   4,729  

２．買掛金 ※10  3,776   4,172  

３．短期借入金   5,450   15,352  

４．一年以内償還予定の社
債 

   2,467   －  

５．一年以内返済長期借入
金 

※４  2,806   2,931  

６．未払金    137   11  

７．未払費用     205   270  

８．未払法人税等   32   553  

９．賃貸料等前受金   28   14  

10．預り金   88   71  

11．前受収益   21   30  

12．割賦未実現利益   1,414   1,615  

13．賞与引当金   210   150  

14．役員賞与引当金    －   2  

15．その他の流動負債   42   23  

流動負債合計   20,796 29.0  29,928 37.5 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   4,000   4,000  

２．長期借入金 ※４  9,243   7,638  

３．退職給付引当金   343   362  

４．役員退職慰労引当金   105   108  

５．受取保証金   552   443  

６．その他の固定負債   831   748  

固定負債合計   15,077 21.0  13,300 16.7 

負債合計   35,873 50.0  43,229 54.2 

 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資本の部        

Ⅰ 資本金 ※６  10,758 15.0  － － 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  6,675   －   

２．その他資本剰余金        

(1）資本金及び資本準備
金減少差益 

 2,000   －   

(2）自己株式処分差益  0   －   

資本剰余金合計   8,676 12.1  － － 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  1,014   －   

２．任意積立金        

(1）固定資産圧縮積立金 ※３ 55   －   

(2）別途積立金  13,000   －   

３．当期未処分利益  1,433   －   

利益剰余金合計   15,502 21.6  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※７  1,972 2.7  － － 

Ⅴ 自己株式 ※６  △995 △1.4  － － 

資本合計   35,914 50.0  － － 

負債・資本合計   71,788 100.0  － － 

 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

純資産の部               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   10,758 13.4 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     6,675   8.4 

(2）その他資本剰余金   －     2,001   2.5 

資本剰余金合計      － －   8,677 10.9 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     1,014   1.3 

(2）その他利益剰余金               

固定資産圧縮積立金 ※３ －     55   0.1 

別途積立金   －     14,000   17.5 

繰越利益剰余金   －     1,447   1.8 

利益剰余金合計      － －   16,517 20.7 

４．自己株式     － －   △1,051 △1.3 

株主資本合計      － －   34,900 43.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金  

    － －   1,678 2.1 

２．繰延ヘッジ損益      － －   △13 △0.0 

評価・換算差額等合計     － －   1,664 2.1 

純資産合計      － －   36,565 45.8 

負債純資産合計      － －   79,795 100.0 

    



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高            

 １. 商品売上高 ※５ 22,637     24,234     

 ２．賃貸料収入  13,144     12,945     

 ３．割賦売上高  6,450     7,318     

 ４．営業貸付収益  140     172     

 ５．その他の売上高 ※１ 1,553 43,926 100.0 2,114 46,785 100.0 

Ⅱ 売上原価            

 １. 商品期首棚卸高  546     449     

 ２．当期商品仕入高 ※５ 32,531     34,014     

 ３．リース資産への振替高  12,584     12,358     

 ４．商品期末棚卸高  449     787     

 ５．賃貸原価 ※２ 11,555     11,389     

 ６．割賦原価  5,948     6,719     

 ７．資金原価 ※３ 248     266     

 ８．その他売上原価 ※４ 1,091 38,886 88.5 1,808 41,501 88.7 

売上総利益   5,039 11.5   5,283 11.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費            

 １．運賃包装荷造費  143     151     

 ２．広告宣伝費  29     25     

 ３．役員報酬  64     100     

 ４．従業員給与  961     1,065     

 ５．従業員賞与  60     136     

 ６．賞与引当金繰入額  210     150     

 ７．退職給付費用  41     42     

 ８．役員退職慰労引当金繰入 
 額 

 12     2     

 ９．福利厚生費  237     236     

 10. 旅費交通費  49     48     

 11. 通信費  70     71     

 12. 租税公課  100     98     

 13. 減価償却費  75     71     

 14. 貸倒引当金繰入額  249     242     

 15. 支払手数料  86     129     

 16. リース資産処分損引当金 
 繰入額 

 53     135     

 17. その他  370 2,816 6.4 299 3,010 6.5 

営業利益   2,223 5.1  2,273 4.8 

 



  
前事業年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

 １．受取利息  3     4     

 ２．受取配当金  58     84     

 ３．関係会社貸付利息  －     7     

 ４．リース資産処分損引当金 
     戻入益 

 16     －     

 ５．貸倒引当金戻入益  38     10     

 ６．その他の営業外収益 ※５ 23 140 0.3 30 137 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

 １．支払利息  49     87     

 ２．投資有価証券評価損  8     －     

 ３．社債発行費償却  9     －     

 ４．その他の営業外費用  43 109 0.3 104 192 0.4 

経常利益   2,253 5.1  2,218 4.7 

Ⅵ 特別利益        

役員退職慰労引当金戻入益  25 25 0.1 － － － 

Ⅶ 特別損失        

 １．投資有価証券評価損  －    9     

 ２．公開買付対応費用等  － － － 100 109 0.2 

税引前当期純利益   2,279 5.2  2,108 4.5 

法人税、住民税及び事業税  525     844     

法人税等調整額  445 970 2.2 △10 833 1.8 

当期純利益   1,309 3.0  1,275 2.7 

前期繰越利益   251   －  

中間配当額   127   －  

当期未処分利益   1,433   －  

         



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年３月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,433 

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  126  

２．役員賞与金  7  

３．任意積立金    

別途積立金  1,000 1,133 

Ⅲ 次期繰越利益   299 

    



株主資本等変動計算書 

当事業年度（平成18年１月１日から 平成18年12月31日まで） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 固定資

産圧縮
積立金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 
（百万円） 

10,758 6,675 2,000 8,676 1,014 55 13,000 1,433 15,502 △995 33,942 

事業年度中の変動額            

剰余金の配当（百万
円） 

              △253 △253   △253 

利益処分による役員賞
与（百万円） 

              △7 △7   △7 

当期純利益（百万円）               1,275 1,275   1,275 

自己株式の取得 （百万
円） 

                  △56 △56 

自己株式の処分（百万
円） 

    0 0           0 1 

別途積立金の積立（百
万円） 

            1,000 △1,000       

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）（百万円） 

                      

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 0 0 － － 1,000 14 1,014 △56 958 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

10,758 6,675 2,001 8,677 1,014 55 14,000 1,447 16,517 △1,051 34,900 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高 
（百万円） 

1,972 － 1,972 35,914 

事業年度中の変動額     

剰余金の配当（百万円）       △253 

利益処分による役員賞
与 （百万円） 

      △7 

当期純利益（百万円）       1,275 

自己株式の取得 （百万
円） 

      △56 

自己株式の処分（百万
円） 

      1 

別途積立金の積立       － 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額）（百万円） 

△293 △13 △307 △307 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△293 △13 △307 651 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

1,678 △13 1,664 36,565 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

総平均法による原価法 

商品 

同左 

３．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）賃貸資産 

① リース資産 

リース期間を償却年数とし、リース

期間満了時の適正残存価額を見積り、

これを基とした定額法基準によってお

ります。 

(1）賃貸資産 

① リース資産 

同左 

 ② レンタル資産 

定率法 

② レンタル資産 

同左 

 (2）社用資産 

定率法 

(2）社用資産 

同左 

 (3）その他の無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

(3）その他の無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

同左 

５．繰延資産の処理方法 社債発行費 

商法施行規則の規定に基づき３年間で

毎期均等額を償却することとしておりま

す。 

 ───── 

 



項目 
前事業年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）リース資産処分損引当金 

 リース資産の処分損失に備えるた

め、リース資産の処分損失見積額を計

上しております。 

(2）リース資産処分損引当金 

同左 

 (3）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、支給見込額を計上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、退職給付債務は簡便法に基づ

いて計算しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

 (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。なお、この引当金に

つきましては商法施行規則第43条に規

定するものであります。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 なお、平成18年２月15日開催の取締

役会において、平成18年３月30日の株

主総会終結時をもって退職慰労制度を

廃止することとし、本総会終結時まで

の在任期間中の職務遂行の対価部分相

当額を、役員退職慰労引当金として計

上しております。 

   (6）役員賞与引当金 

 ───── 

 (6）役員賞与引当金 

 当社は、役員の賞与の支払いに備え

るため、支給見込額の当事業年度負担

額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 

企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。これによ

り、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益がそれぞれ2百万円減少してお

ります。 

７．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 為替予約等の振当処理の対象となって

いる外貨建金銭債権債務については当該

為替予約等の円貨額に換算しておりま

す。 

───── 

 



項目 
前事業年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

８．収益及び費用の計上基準 (1）リース取引のリース料収入の計上方

法 

 リース契約期間に基づくリース契約

上の収受すべき月当たりのリース料を

基準として、その経過期間に対応する

リース料を計上しております。 

(1）リース取引のリース料収入の計上方

法 

同左 

 (2）割賦販売取引の割賦売上高及び割賦

原価の計上方法 

 割賦販売取引については、商品引渡

時にその総額を割賦債権に計上し、支

払期日到来の都度、割賦売上高及びこ

れに対応する割賦原価を計上しており

ます。 

 なお、支払期日未到来の割賦債権に

対応する割賦未実現利益は繰延経理し

ております。 

(2）割賦販売取引の割賦売上高及び割賦

原価の計上方法 

同左 

 (3）金融費用の計上方法 

 金融費用は、営業収益に対応する金

融費用とその他の金融費用を区分計上

することとしております。 

 その配分方法は、総資産を営業取引

に基づく資産とその他の資産に区分

し、その資産残高を基準として営業資

産に対応する金融費用は資金原価とし

て売上原価に、その他の資産に対応す

る金融費用を営業外費用に計上してお

ります。 

 なお、資金原価は、営業資産にかか

る金融費用からこれに対応する預金の

受取利息等を控除して計上しておりま

す。 

(3）金融費用の計上方法 

同左 

９．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

10．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては特例処理を行ない、

振当処理の要件を満たす通貨スワップ

については振当処理を行なっておりま

す。 

 また、「リース業における金融商品

会計基準適用に関する当面の会計上及

び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会 業種別監査委員会報告第19号 

平成12年11月14日）に定める負債の包

括ヘッジについては、同報告に基づく

処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理を行っ

ております。 

 また、「リース業における金融商品

会計基準適用に関する当面の会計上及

び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会 業種別監査委員会報告第19号 

平成12年11月14日）に定める負債の包

括ヘッジについては、同報告に基づく

処理によっております。 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ① ヘッジ手段 金利スワップ取引及

び通貨スワップ取引

② ヘッジ対象 借入金及び外貨建社

債 

① ヘッジ手段 金利スワップ取引 

  

② ヘッジ対象 借入金 

 (3）ヘッジ方針及び有効性評価の方法 

 金利及び為替変動等の財務リスクを

コントロールする目的でデリバティブ

取引を利用しており、投機目的の取引

は行なっておりません。 

 金利スワップをヘッジ手段、借入金

をヘッジ対象とする個別ヘッジ及び通

貨スワップをヘッジ手段、外貨建社債

をヘッジ対象とする個別ヘッジについ

ては、金利・期間等の重要な条件が同

一であることをもって、ヘッジの有効

性を評価しております。 

 また、負債の包括ヘッジについては

ヘッジ対象となる負債等について、ヘ

ッジ手段となるデリバティブ取引の想

定元本がヘッジ対象の範囲内に収まっ

ている事を検証することでヘッジの有

効性を評価しております。 

(3）ヘッジ方針及び有効性評価の方法 

 金利及び為替変動等の財務リスクを

コントロールする目的でデリバティブ

取引を利用しており、投機目的の取引

は行なっておりません。 

 金利スワップをヘッジ手段、借入金

をヘッジ対象とする個別ヘッジについ

ては、金利・期間等の重要な条件が同

一であることをもって、ヘッジの有効

性を評価しております。 

 また、負債の包括ヘッジについては

ヘッジ対象となる負債等について、ヘ

ッジ手段となるデリバティブ取引の想

定元本がヘッジ対象の範囲内に収まっ

ている事を検証することでヘッジの有

効性を評価しております。 

11．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 



会計処理の変更 

前事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

  ──────  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準

第5号平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月

９日）を適用しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

 また、従来の資本の部の合計に相当する金額は36,579

百万円であります。 

  

  ──────  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 企業会計基準第４号平成17年11月29

日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は２百万円減少しております。 

  



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

  ──────  

 （貸借対照表） 

 前事業年度において区分掲載しておりました流動資産

「前払費用」「未収収益」は、金額が僅少であるため、

流動資産の「その他流動資産」に含めて表示することと

いたしました。 

 なお、当事業年度の「その他流動資産」に含まれてい

る「前払費用」は14百万円、「未収収益」は44百万円で

あります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

 １ リース・割賦販売取引等に基づく預り手形  １ リース・割賦販売取引等に基づく預り手形 

リース契約にもとづく担保預り

手形 
     1,689百万円

割賦販売契約にもとづく担保預

り手形 
    3,498百万円

その他の担保預り手形       185百万円

リース契約にもとづく担保預り

手形 
     1,359百万円

割賦販売契約にもとづく担保預

り手形 
     3,828百万円

その他の担保預り手形      10百万円

※２(1）賃貸資産の減価償却累計額     50,737百万円 ※２(1）賃貸資産の減価償却累計額   48,422百万円

(2）賃貸資産に見合うリース債権は34,677百万円で

あり、このうち一年以内に入金期日の到来するリ

ース料金額は11,547百万円であります。 

(2）賃貸資産に見合うリース債権は34,675百万円で

あり、このうち一年以内に入金期日の到来するリ

ース料金額は11,341百万円であります。 

※３(1）社用資産の減価償却累計額    1,512百万円 ※３(1）社用資産の減価償却累計額     1,579百万円

(2）固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 (2）固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 

建物     42百万円

土地     44百万円

計     87百万円

建物      42百万円

土地       44百万円

計       87百万円

※４ 担保に供している資産及び対応する債務 

(1）担保に供している資産 

───── 

  

リース債権     3,349百万円

計      3,349百万円

  

(2）担保提供資産に対応する債務   

一年以内返済長期借入金   30百万円

長期借入金   235百万円

社債発行に対する銀行保証     2,467百万円

計      2,732百万円

  

※５ リース資産に計上しております金額には、電話加

入権３百万円が含まれております。 

※５ リース資産に計上しております金額には、電話加

入権３百万円が含まれております。 

※６ 会社が発行する株式の総数 ───── 

普通株式   100,000千株

発行済株式総数 普通株式   35,105千株

   

   

 また、当社が所有する自己株式の数は普通株式

3,363千株であります。 

  

※７ 商法施行規則124条第３号に規定する資産に時価評

価を付したことにより増加した純資産額は1,972百万

円であります。 

───── 

※８ 固定化営業債権 

 固定化営業債権は、財務諸表等規則第32条第１項

第10号の債権であります。 

※８ 固定化営業債権 

同左 

 



前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

※９ 決算期末日満期手形の会計処理について 

 当事業年度末日は金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行なわれたものとして処理しておりま

す。 

 当事業年度末日満期手形は次のとおりでありま

す。 

※９ 決算期末日満期手形の会計処理について 

 当事業年度末日は金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行なわれたものとして処理しておりま

す。 

 当事業年度末日満期手形は次のとおりでありま

す。 

受取手形      267百万円

リース契約にもとづく担保預り

手形 
    30百万円

割賦販売契約にもとづく担保預

り手形 
     83百万円

その他の担保預り手形    1百万円

受取手形     242百万円

リース契約にもとづく担保預り

手形 
25百万円

割賦販売契約にもとづく担保預

り手形 
    92百万円

その他の担保預り手形    1百万円

───── ※10 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

  売掛金   74百万円

買掛金   2百万円

─────  11 偶発債務 

   関連会社の金融機関からの借入に対し債務保証を

行っております。 

㈱クインランドキャピタル  3,643百万円



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（平成18年１月１日～平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      （注）１．普通株式の自己株式の増加55千株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

         ２．普通株式の自己株式の減少１千株は、単元未満株式の買い増しによるものであります。 

前事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

※１ その他の売上高には、リース期間満了物件の売却

代金、リース契約の中途解約による解約損害金等を

計上しております。 

※１ 同左 

※２ 賃貸原価の内訳は、次のとおりであります。 ※２ 賃貸原価の内訳は、次のとおりであります。 

減価償却費      11,098百万円

固定資産税等諸税    395百万円

保険料      54百万円

その他  6百万円

計       11,555百万円

減価償却費       10,930百万円

固定資産税等諸税 381百万円

保険料        65百万円

その他   11百万円

計       11,389百万円

※３ 資金原価は、「重要な会計方針」８の(3)に記載し

ている金融費用であり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

※３ 資金原価は、「重要な会計方針」８の(3)に記載し

ている金融費用であり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

支払利息等     266百万円

受取利息      17百万円

差引計       248百万円

支払利息等 284百万円

受取利息 18百万円

差引計 266百万円

※４ その他の売上原価は、賃貸契約の満了・中途解約

にともなう賃貸物件の処分原価（帳簿価額）等であ

ります。 

※４ 同左 

───── ※５ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

  関係会社への売上高 433百万円

関係会社からの仕入高 177百万円

その他営業外収益  13百万円

───── （固定資産の減損に係る会計基準）                    

  当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 

当事業年度増加株式
数 

(千株） 

当事業年度減少株式
数 

（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式（注）１，２ 3,363 55 1 3,417 

合計 3,363 55 1 3,417 



（リース取引関係） 

前事業年度（平成17年１月１日から 平成17年12月31日まで） 

当事業年度（平成18年１月１日から 平成18年12月31日まで） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

貸手側 

 (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

       （単位：百万円）

 情報・事務用機器  産業・土木・建設機械  その他  合計 

取得価額 11,942  40,343  30,463  82,750 

減価償却累計額 7,697  28,786  15,516  52,001 

期末残高 4,244  11,557  14,946  30,748 

 
 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内  １年超  合計  
（転貸リース取引はありません。） 

10,395百万円 21,507百万円 31,903百万円 

 
 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 13,144百万円

減価償却費 11,097百万円

受取利息相当額 1,435百万円

 
 (4）受取利息相当額の算定方法 

 受取利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

貸手側 

 (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

       （単位：百万円）

 情報・事務用機器  産業・土木・建設機械  その他  合計 

取得価額 9,922  37,820  32,637  80,381 

減価償却累計額 7,047  25,908  16,637  49,592 

期末残高 2,875  11,912  16,000  30,788 

 
 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内  １年超  合計  
（転貸リース取引はありません。） 

 10,210百万円 21,740百万円 31,950百万円 

 
 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料  13,186百万円

減価償却費 10,930百万円

受取利息相当額 1,369百万円

 
 (4）受取利息相当額の算定方法 

 受取利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成17年12月31日現在）及び当事業年度（平成18年12月31日現在）における子会社株式で時価のあ

るものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳 

（単位：百万円）

（繰延税金資産）  

賃貸資産減価償却費損金算入限度

超過額 
1,465 

リース資産処分損引当金損金算入

限度超過額 
146 

貸倒引当金損金算入限度超過額 115 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
132 

賞与引当金損金算入限度超過額 93 

その他 226 

繰延税金資産小計 2,179 

評価性引当金額 14 

繰延税金資産合計 2,164 

  

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 38 

その他有価証券評価差額金 1,348 

その他 112 

繰延税金負債合計 1,499 

  

繰延税金資産の純額 665 

（単位：百万円）

（繰延税金資産）  

賃貸資産減価償却費損金算入限度

超過額 
1,278 

リース資産処分損引当金損金算入

限度超過額 
201 

貸倒引当金損金算入限度超過額 132 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
147 

賞与引当金損金算入限度超過額 68 

その他 310 

繰延税金資産小計 2,139 

評価性引当金額 52 

繰延税金資産合計 2,192 

  

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 38 

その他有価証券評価差額金 1,154 

その他 115 

繰延税金負債合計 1,309 

  

繰延税金資産の純額 882 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に算出されない項目 1.9 

受取配当金等永久に損金に算出されない

項目 
△1.0 

評価性引当金 0.6 

住民税均等割 1.0 

その他 △0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.6 

     法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  当社は、中長期的かつ持続的な成長を実現するため、平成18年12月20日開催の取締役会において、JIP-I株式会社

（以下、「JIP-Ⅰ」といいます。）による当社株式の公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）につい

て、賛同の意を表明することを決議し、その旨の意見表明をいたしました。 

決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事項は以下の通りです。 

１．親会社等、主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動 

 本公開買付けは、平成18年12月21日から平成19年２月14日まで実施され、その結果当社普通株式の30,245,201株

の応募があり、平成19年３月２日付でJIP-Ⅰが新たに当社の親会社及び筆頭株主となりました。 

  

２．臨時株主総会及び当社普通株主による種類株主総会招集のための基準日設定 

 当社は、平成19年２月21日開催の取締役会において、定款一部変更のため、平成19年４月23日開催予定の臨時株

主総会及び当社普通株式に係る種類株主総会の基準日を平成19年３月12日に設定いたしました。 

なお、本事象の詳細につきましては「第２事業の状況、３.対処すべき課題」をご参照下さい。 

 
前事業年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

１株当たり純資産額         1,131.26円                1,153.97円 

１株当たり当期純利益      41.00円           40.20円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

 
前事業年度 

（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで） 

当期純利益（百万円） 1,309 1,275 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 7 － 

（うち利益処分による役員賞与 

（百万円）） 
(7) － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,302 1,275 

期中平均株式数（株） 31,757,831 31,722,491 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 （注） 端数株式は切り捨てて表示しております。 

【債券】 

 （注） 端数株式は切り捨てて表示しております。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

ケイディーディーアイ㈱ 1,720 1,388 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
413 607 

㈱みずほフィナンシャルグループ 

（第十一回優先株） 
500 500 

㈱みずほフィナンシャルグループ 478 406 

ＴＯＡ㈱ 456,000 399 

日本管財㈱ 124,100 373 

立飛企業㈱ 50,000 217 

日本興亜損害保険㈱ 198,450 191 

野村ホールディングス㈱ 81,835 183,719 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 147 179 

その他（51銘柄） 3,309,814 1,752 

計 4,220,758 6,199 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

   

マルチコーラブル・円元本確保型・ク

ーポン日経平均リンク債 
2 195 

小計 2 195 

計 2 195 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．賃貸資産の当期増減額は、同資産の購入及び売却・除却等によるものであります。 

 ２．取得価額から控除した圧縮記帳額は、下記のとおりであります。 

建物 42百万円  土地 44百万円 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

(イ）賃貸資産        

情報関連機器・事

務用機器 
10,202 732 2,384 8,550 6,108 1,518 2,442 

産業工作機械 39,544 3,944 6,643 36,845 25,559 3,546 11,285 

土木建設機械 541 295 100 737 174 128 562 

輸送用機器 7,191 4,273 310 11,154 3,166 1,845 7,987 

医療機器 1,000 162 198 965 634 175 330 

商業・サービス業

用機械設備 
17,928 2,538 3,219 17,248 10,739 2,881 6,509 

その他 4,263 329 1,395 3,198 2,039 512 1,158 

（賃貸資産計） 80,673 12,277 14,251 78,699 48,422 10,607 30,276 

(ロ）社用資産        

建物 1,784 0 － 1,785 1,116 41 668 

車輌運搬具 16 － 5 10 10 0 0 

器具備品 505 52 － 558 452 29 106 

土地 1,173 － － 1,173 － － 1,173 

（社用資産計） 3,480 53 5 3,527 1,579 71 1,948 

有形固定資産計 84,153 12,330 14,257 82,227 50,001 10,678 32,225 

無形固定資産        

(イ）賃貸資産        

リース資産 2,110 81 476 1,715 1,197 323 518 

(ロ）その他の無形固定資

産 
       

ソフトウェア 376 53 － 430 300 43 130 

電話加入権 8 － － 8 － － 8 

無形固定資産計 2,496 135 476 2,154 1,497 366 657 

長期前払費用 63 184 0 248 97 65 151 



【引当金明細表】 

 （注） 当期減少額「その他」は洗替計算等によるものであります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 424 804 7 775 445 

リース資産処分損引当金 360 135 － － 495 

賞与引当金 210 － 60 － 150 

役員賞与引当金  － 2 － － 2 

役員退職慰労引当金 105 3 0 0 108 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(イ）現金及び預金 

（ロ）受取手形 

期日別内訳 

相手先別内訳 

（ハ）売掛金 

相手先別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金  

当座預金 2,293 

普通預金 979 

通知預金 180 

別段預金 2 

小計 3,455 

合計 3,456 

区分 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月以降 合計 

商品代金 

（百万円） 
523 614 552 407 53 0 2,151 

相手先名 金額（百万円） 

都築電気㈱ 162 

南海電設㈱ 74 

北陸通信工業㈱ 62 

㈱ユーテック 61 

住友電設㈱ 57 

その他 1,732 

合計 2,151 

相手先名 金額（百万円） 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 528 

富士通ネットワークソリューションズ㈱ 410 

扶桑電通㈱ 244 

ＡＴ＆Ｔグローバルネットワークサービスジャパン 204 

大興電子通信㈱ 188 

その他 4,789 

合計 6,365 



滞留及び回収状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

（ニ）割賦債権 

相手先別内訳 

（ホ）営業貸付金 

相手先別内訳 

（へ）賃貸料等未収入金 

相手先別内訳 

前期末残高 
（百万円） 
(a) 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 
(b) 

回収率
（％） 

期中平均売上
月額 
（百万円） 

(c) 

平均滞
留期間 

(a)＋(b) 
──── 
２ 

──── 
(c) 

5,609 24,104 23,349 6,365 78.6 2,008   2.9ヶ月 

相手先名 金額（百万円） 

オリックス自動車㈱ 359 

㈱平興産 222 

㈱ガイア 158 

丸紅建設機械販売㈱ 174 

ルートインジャパン㈱ 160 

その他 16,598 

合計 17,675 

相手先名 金額（百万円） 

㈱アサックス 1,149 

セボン㈱ 1,035 

㈲バニラ 543 

㈱エイワ 500 

㈱クレディア 300 

その他 1,766 

合計 5,294 

相手先名 金額（百万円） 

北日本印刷㈱ 1 

コールドネットワーク東京㈱ 1 

(有)気仙沼緑化サービス 1 

(有)ケイエスケイライン 1 

(有)エースコーポレーション 0 

その他 1,017 

合計 1,023 



（ト）商品 

② 流動負債 

（イ）支払手形 

期日別内訳 

相手先別内訳 

（ロ）買掛金 

相手先別内訳 

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

電話交換機 － 配線用材料 476 

電話機及び釦電話装置 84 架線用金物 0 

電話機部品・交換機部品 14 試験器及び工具 2 

その他端末機器 111 その他の通信諸材料 43 

電線・ケーブル 53 合計 787 

区分 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月以降 合計 

商品仕入代金（百万円） 1,131 1,061 1,092 814 134 4,234 

割賦商品代金（百万円） 109 110 46 49 26 342 

リース資産購入代金 

（百万円） 
25 114 12 － － 152 

合計（百万円） 1,266 1,286 1,152 864 160 4,729 

相手先名 金額（百万円） 

日東工業㈱ 427 

パウンドウイットコーポレーション 391 

㈱キッズウェイ 384 

㈱タカコム 298 

日本製線㈱ 279 

その他 2,948 

合計 4,729 

相手先名 金額（百万円） 

㈱テリロジー 181 

日東工業㈱ 131 

パンドウイットコーポレーション 121 

シーモンカンパニー 107 

㈱キッズウェイ 98 

その他 3,530 

合計 4,172 



（ハ）短期借入金 

借入先別内訳 

（注）株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日付で株式会社ＵＦＪ銀行と合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行に商号変更しております。 

    ③ 固定負債 

（イ）社債 

社債内訳表については連結附属明細表に記載のとおりであります。 

（ロ）長期借入金 

借入先別内訳 

（注）株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日付で株式会社ＵＦＪ銀行と合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行に商号変更しております。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先名 金額（百万円） 

㈱みずほコーポレート銀行 3,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,402 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,450 

㈱七十七銀行 1,300 

㈱近畿大阪銀行 1,050 

その他 6,150 

合計 15,352 

相手先名 金額（百万円） 内１年内返済予定（百万円） 

㈱三井住友銀行 2,135 474 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,071 327 

㈱みずほコーポレート銀行 872 255 

明治安田生命保険(相) 840 144 

㈱七十七銀行 643 253 

その他 4,008 1,478 

合計 10,569 2,931 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．株式の売買の委託に係る手数料相当額として、以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取

りまたは買増しした単元未満株式の数で按分した金額とする。 

（算式）証券取引所の開設する市場における最終価格による１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗

じた合計金額のうち 

100万円以下の金額につき                       1.15％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき                0.90％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき               0.70％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき              0.58％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき              0.38％ 

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。） 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

２．「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第16条第３項に基づき、商法第281条第１項第１号

及び第２号に定める貸借対照表及び損益計算書に係る情報を、当社のインターネット・ホームページ（アド

レス（ＵＲＬ）は、http://www.suntel.co.jp）において提供している。 

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券、1,000株未満券 

剰余金の配当の基準日 
６月30日 

12月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 新株券発行に係る印紙税相当額 

株券喪失登録手数料 
喪失登録   １件につき 10,500円 

喪失登録株券 １枚につき   525円 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取・買増手数料 （注）１ 

公告掲載方法 日本経済新聞（注）２ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第57期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月30日関東財務局長に提出 

(２）半期報告書 

 （第58期中）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月26日関東財務局長に提出 

(３）臨時報告書 

 平成19年３月２日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）及び同項第４号（主要株主の異動）に

基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年３月３０日

サンテレホン株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小川 一夫   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松本 正一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

テレホン株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サン

テレホン株式会社及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１９年３月２９日

サンテレホン株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松本 正一郎   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 板谷 秀穂  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

テレホン株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サン

テレホン株式会社及び連結子会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

   

 追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。

 後発事象に記載されているとおり、JIP-Ⅰ株式会社による公開買付け（平成１８年１２月２１日から平成１９年２月 

１４日まで）の結果、平成１９年３月２日（決済開始日）付で、会社は親会社、主要株主及び主要株主である筆頭株主が

異動した。また会社はJIP-Ⅰ株式会社の完全子会社となるための手続を実施する方針を決定し、この手続に必要な定款の

一部変更のための臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会召集のための基準日が設定されている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年３月３０日

サンテレホン株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小川 一夫   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松本 正一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

テレホン株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第５７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンテレ

ホン株式会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１９年３月２９日

サンテレホン株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松本 正一郎   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 板谷 秀穂  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

テレホン株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第５８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンテレ

ホン株式会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

 後発事象に記載されているとおり、JIP-Ⅰ株式会社による公開買付け（平成１８年１２月２１日から平成１９年２月 

１４日まで）の結果、平成１９年３月２日（決済開始日）付で、会社は親会社、主要株主及び主要株主である筆頭株主が

異動した。また会社はJIP-Ⅰ株式会社の完全子会社となるための手続を実施する方針を決定し、この手続に必要な定款の

一部変更のための臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会召集のための基準日が設定されている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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